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健全化判断比率について【令和５年度決算】 

 

地方公共団体は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、財政健

全化の必要性を判断する指標である「健全化判断比率」という４指標の公表が義務

づけられています。 

この４指標には、財政健全化の必要性を示す２段階の基準が設けられています。

いずれか一つでも基準以上となると、「財政健全化計画」や「財政再生計画」の策

定が必要となり、行財政運営上様々な制約が課せられることとなります。 

令和５年度決算における千代田区の指標は、下表のとおりです。４指標はいずれ

も基準未満で、健全な状況となっています。 

 

 

４指標と２つの基準 

                                                 （単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

千代田区 

の 数 値 

令和４年度 － － △ ０．９ － 

令和５年度 － － △ １．１ － 

早期健全化基準 １１．５０ １６．５０ ２５．０ ３５０．０ 

財政再生基準  ２０．００ ３０．００ ３５．０  

 

 

○実質赤字比率 

・ 一般会計等の実質赤字額の標準財政規模に対する割合です。 

・ 千代田区では実質収支が黒字であるため、「－」表示となります。 

 

一般会計等の実質赤字額（実質収支がマイナスの際の数値）

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）
 ×１００ 

 

※一般会計等の実質赤字額   １，７８６百万円の黒字です。 

※標準財政規模       ３８，４８６百万円です。 

 

 ＊標準財政規模とは、一般財源（地方税、地方譲与税、特別区財政調整交付金など使 

 途に制約のない財源）ベースでの地方自治体の標準的な財政規模を示すものです。 
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○連結実質赤字比率 

・ 一般会計等と国民健康保険事業会計等の特別会計をあわせた実質赤字額の標準財政    

規模に対する割合です。 

・ 千代田区では全ての会計で実質収支が黒字であるため、「－」表示となります。 

 

全会計の実質赤字額（実質収支がマイナスの際の数値） C 

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）
 ×１００ 

 

  ※全会計の実質赤字額    ３，５９１百万円の黒字です。 

  ※標準財政規模      ３８，４８６百万円です。 

           （単位：百万円） 

会 計 名 実質収支額 

国民健康保険事業会計 １，３９０ 

介護保険特別会計 ３２１ 

後期高齢者医療特別会計 ９４ 

小 計 A １，８０５ 

一般会計等実質収支額 B １，７８６ 

全会計の実質収支額 C=A+B ３，５９１ 
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○実質公債費比率 

・ 公債費や、ＰＦＩなどにかかる経費、清掃一部事務組合等が発行した地方債の償還

費に充当される負担金の合計額等の標準財政規模に対する割合です。過去３か年分

を平均して算出します。 

 

＊総務大臣が定める額とは、実質的に千代田区の負担とならない額です。 

＊ＰＦＩとは、公共施設等の設計、建設、維持管理、運営に民間の資金やノウハウ

を活用することにより、公共サービスの提供を行う手法です。例えば、富士見み

らい館の建設がこれに該当します。 

 

 

        

      ＋         ＋       －            －      

       

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む） F   － 総務大臣が定める額 E 

※３か年平均を算出する 

 

（単位：百万円） 

区  分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

公債費（元利償還金の額）      A ０ １５ ５４ 

清掃など一部事務組合が起こした地方債に 

充当したと認められる補助金又は負担金 B 
４８ ４３ ６５ 

公債費に準じる経費（PFI 経費）   C ２３８ ２３８ ２３８ 

元利償還金充当可能特定財源     D ０ ０ ８ 

総務大臣が定める額         E ６６５ ７４４ ８０７ 

標準財政規模 

（臨時財政対策債発行可能額を含む）  F 
３８，４８６ ３５，５６７ ３６，９３１ 

実質公債費比率（単年度） 単年度△１．０％ 単年度△１．３％ 単年度△１．３％ 

令和５年度実質公債費比率 

３か年平均（小数第１位未満切捨て） 
△１．１％ 

 

総 務 大

臣 が 定

め る 額 

E 

× 100 

公債費（元

利 償 還金

の額） A 

清掃など一部事務

組合が起こした地

方債に充当したと

認められる補助金

又は負担金 B 

公債費に準

じ る 経 費

（ Ｐ Ｆ Ｉ 

経費） C 

元利償還金

充当可能特

定財源 D 
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○将来負担比率 

・ 地方債の残高や、ＰＦＩ事業にかかる債務負担による支出予定額、職員の退職手当 

負担見込額など将来負担すべき実質的な負担額の標準財政規模に対する割合です。 

・ 千代田区の場合、充当可能財源等が将来負担額を上回っているため「－」表示とな

ります。 

 

将来負担額Ａ    －   充当可能財源等Ｂ 

 

     標準財政規模Ｄ   －   総務大臣が定める額Ｃ 

 

（単位：百万円） 

地方債の令和５年度末現在高 ０ 

ＰＦＩ事業の令和６年度以降の支出予定額 ２３５ 

一部事務組合等発行地方債の償還費充当相当の負担金見込額 ８４３ 

退職手当負担見込額（令和５年度末に全職員が普通退職した場合の退職手当総額） ５，３４１ 

合   計（将来負担額）             Ａ ６，４１９ 

 

（単位：百万円） 

充当可能基金                  １１９，５２６ 

充当可能特定財源                ０ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 ３，７７８ 

合   計（充当可能財源等）          Ｂ １２３，３０４ 

 

（単位：百万円） 

総務大臣が定める額（算入公債費の額）     Ｃ ６６５ 

標準財政規模                 Ｄ ３８，４８６ 

 

＊「地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額」とは、将来負担額のうち実質的に千代田区 

の負担とならない額です。 

× 100 


